
Kobe University Repository : Kernel

PDF issue: 2026-10-07

阪神・淡路大震災被災者に見られた外傷後ストレス
障害 : 構造化面接による評価

(Citation)
神戸大学医学部紀要,60(2/3/4):147-155

(Issue Date)
2000-03

(Resource Type)
departmental bulletin paper

(Version)
Version of Record

(URL)
https://hdl.handle.net/20.500.14094/00042540

加藤, 寛
岩井, 圭司



27 

阪神・淡路大震災被災者に見られた外傷後ストレス障害

一構造化面接による評価-

加藤 寛札口，岩井圭司** 

*兵庫県精神保健協会こころのケアセンター

* *神戸大学医学部精神神経科
* *牢兵庫県立精神保健福祉センター

連絡先:加藤 寛

兵庫県精神保健協会こころのケアセンター

(住所)神戸市中央区下山手通5丁目 7-18 
兵庫県下山手分室

tel : 078-361-6250. fax: 078-361-6252 

(平成11年10月13日受付)

【要 約】

外傷後ストレス障害 (posttraumatic stress 

disorder， PTSD)は，災害後に生じる精神保健上

の問題として最も重要なものとされる。しかしわが国

では，それに関しての実証的な研究は今のところ少な

い。今回われわれは，阪神・淡路大震災の被災住民を

対象として，構造化面接と自記式評価尺度を用いた調

査を行った。

調査は，阪神・淡路大震災から 45~47 カ月経た時

点、で，仮設住宅と災害公営復興住宅の住民86名を対

象として行われた。構造化面接として Clinician-

Administered PTSD Scale (CAPS)，自記式尺度

として Impactof Event Scale改訂版 CIES-R)を

用いた。

CAPSによる面接調査では， 面接時点で 8名

(9.3%)がPTSDと診断可能で，過去にPTSDと診断

される時期のあった者が， 19名 (22.1%)認められた。

この面接時点でPTSDと診断された者のうち，調査前

の精神保健活動において， PTSDと認識されていた

のは， 2名だけであった。また， IES-R はPTSD症状

をスクリーニングする方法として有効で，適当なカッ

トオフ値を設定することが可能であった。

本調査を通して，実際の精神保健サービスでは

PTSDは実際より低く評価されやすしそれには診断

技術の問題だけでなく，外傷的出来事の想起を避けた

り，あるいは社会的活動から引きこもってしまう回避

症状が影響していると考えられた。また，面接調査と

スクリーニング調査を併用することによって，精神保

健活動に有効な指針が得られる可能性を指摘した。

【緒言】

1980年のDSM-ill1)に始めて記載され，精神科診断

体系の中に登場した外傷後ストレス障害 (post-

traumatic stress disorder; PTSD)の，他の精神

障害にない特徴は，発症の原因となるエピソードの存

在が，明記されていることである。そして，この疾患

概念が確立された背景には，アメリカ国内でのベトナ

ム戦争帰還兵が呈した社会適応上の問題 2)3) および

フェミニズムの台頭の中でレイプ被害者の存在に光が

当てられたという，社会的あるいは政治的動向が大き

く影響しているとされる 2)。したがって，当初のPTS

D研究のほとんどは，ベトナム帰還兵や性犯罪被害者

などを対象としたものであった。その後，他地域での

紛争や戦闘，災害，大事故などに加え，最近では日常

の交通事故や生命危険性の高い身体疾患(life

threatening illness)などが研究の対象とされ，大

規模疫学調査も行われている4)5)。

一方，災害研究全体の流れを見ると，社会学的アプ

ローチによる研究が多く， PTSDに焦点を絞ったもの

は意外に少ない傾向があるとされる 6)。これは，

Raphae17)が指摘するように，被災者を精神病理性の

高い集団として扱うことの困難さや，被災者集団は流

動化しやすく追跡されにくいという点，あるいは災害

の現場では調査研究よりも実際の救援活動が優先する

などの点が，影響していると思われる。もちろん災害

研究の中にも， PTSDを扱った重要なものはあるが，
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その研究対象とされているのは訴訟を起こし長期に追

跡できた住民や8川，救援にあたった消防士lめなど把

握しやすい対象であることが多い。

また，災害被災者のように大きな集団長対象とした

調査を行う際には，自記式尺度が使われることが多い口

一般に自記式尺度は，ある精神障害に関するハイリス

ク者を抽出するには有効な手段であるが，それだけで

診断を下すことは不可能であるoGreen6)が指摘する

ように，災害後のPTSD研究においては，自記式尺度

だけでなく構造化面接長使用することが必要で，それ

によって始めて，災害後のPTSD発症率に関して議論

が可能になり，その発症と経過にどのような要因が影

るのかという課題も考察することができる。

日本の災害研究の歴史を振り返ると， PTSDは阪神・

淡路大震災長きっかけにして，はじめて組上に上げら

れたといえる。いわば端緒についたばかりの状況であ

り，実証的な研究報告はあまり多くなく， しかもその

ほとんどは自記式質問紙による調査11)にとどまってい

る。今回われわれは，阪神・淡路大震災の被災住民を

対象として，構造化面接を主体とする， PTSDに関す

る調査を行ったので報告する。

本研究の主な目的は，災害後のPTSD研究における

構造化面接使用の意義を考察することと，実際の災害

後の精神保健活動に反映できる， PTSD症状のスクリ

ニング方法について検討することであるO

【対象と方法】

調査は，麓災から3年8ヶ月経過した1998年9月か

ら，同年12月までの4ヶ月間に実施された。調査対象

は調査時点で兵庫県加古川市内の仮設住宅および災害

復興公営住宅(以下，復興住宅)の住民で，事前に協

力を依頼し応じた者である。調査依頼に応じたのは92

名で， このうち面接を中断した2名，および質問内容

の理解が困難で解答の妥当性に問題ありと判断された

4名者除外した86名(仮設住宅57名，復興住宅29名)

について集計した。

調査方法としては，構造化面接と自記式評価尺度を

組み合わせて行った。構造化面接としては， PTSDの

診断には Clinician叩AdministeredPTSD Scale 

(CAPS)lZJを用いた。これはBlakeら12)1めによって開

発されたもので， DSM-N!こ挙げられた17項目の症状

頻度と強度をそれぞれ数段階に評点し，さらに社会機

能低下などを評価し， DSM-Nωの慕準に沿って診断

を行うものである。本研究では，各症状項目の質問に

加えて，導入部分で，人口統計学的フ。ロフィー/レ，被

lli状況.被災後の生活状況，および被災時点の自覚的

ο48) 

な苦悩の有無 (DSMのA項目)，過去の外傷体験など

~問う羽目を挿入した。さらに， SCID CStructured 

Clinical Interview for DSM-illR)15)非患者用版の

該当部分を用い，調査時点での大うつ病エピソードの

有無を診断した。今回，構造化面接を行ったのは，被

災者支援の経験者持つ，精神科医，心理士，精神科ソー

シャルワーカーおよび保健婦で，十分なトレーニング

を行った上で実際の面接を行い，診断lこ迷った場合は

経験10年以上の精神科医が検討したD

自記式評価尺度については， PTSD症状の評価

に Weissら16)のImpactof Event ScalかRevised

(IEらR)，抑うつ症状の評価にZung17)のSelf時rating

Depression Scale(SDS)を用いたりこのうち IES-

Rは， Horowitzl8!によって1970年代後半に開発され

たImpactof Event Scale (以下， IES原法と称す)

を最近になって改訂したものであるoIES原法は，侵

入(intrusion)および回避 Cavoidance)症状を評

価する尺度として定評があり， この尺度を用いた知見

の集積が， PTSD概念構築に大きな影響を与えた。そ

して本尺度は， 80年代以降のPTSD研究でも頻用

されているものである。しかしながら， IES原法にはP

TSDの3番目の主症状である過覚醒 Chyperarousal)

症状を問う項目は含まれておらず， これを補うために

Wei開ら16)によって開発されたのが IES-Rであるo

また， SDSは1965年にZungl7J!こよって開発された抑

うつ症状告測定する自記式尺度であり，わが闘におい

ても，すでに福田川こよって標準化されている O これ

らの尺度を面接時あるいは面接に先立って採取した。

なお，調査実施にあたっては，外部委員で構成され

る「こころのケアに関する調査研究倫理審査委員会J

の感認を受け，さらに被調査者には面接開始時に，主

旨を口頭で説明の上，文書による同議長得た。

【結 果〕

表1.調査対象86人の人口統計学的プロフィール

年齢車6均5議(S以.D上.) 65.8歳(10.8)
55 64.0% 

住居 仮設住宅 57 66.3% 
復興住宅 29 33.7% 

家族構成単身者 17 19.8% 
同居あり 69 80.2% 

震災前 46 53‘5% 
調査時 13 15.1% 



①人口統計学的フ。ロフィールと被災状況

調査対象86人の人工統計学的プロフィールおよび被

災状況を表1に示した。男女比は 2対 3，平均年齢

(標準偏差)は， 65.8 (10.8)歳で， 65歳以上が64%

を占めていた。震災前には約半数が職業を有していた

が，震災後は15%となり，全体の 3分の l以上が失業

を経験していた。

表2.調査対象86人の被災状況

N % 

家屋被害 全壊・全焼却 93.0% 

半壊・半焼 6 7.0% 

人的喪失あり 家族・親族 4 4.7% 

友人・知人 33 38.4% 

身体的外傷を受けた 14 16.3% 

震災後の失業・失職 33 38.4% 

避難所経験あり 55 64.0% 

生命の危機を感じた 53 61.6% 

悲惨な光景を見た 34 39.5% 

恐怖・無力感を感じた 73 84.9% 

震災以外の外傷体験あり 55 64.0% 

また表2に示したように被災状況としては，仮設住

宅および復興住宅の入居条件もあり，全員が半壊(半

焼含む)以上の家屋被害を受けていた。家族の喪失を

経験していた者は 5%であったが，知人・友人などま

で範囲を広げると，約4害IJが何らかの人的喪失を経験

していた。また 6分の lが治療を要する身体的外傷

を負っていた。さらに，震災後に6割強が避難所生活

を体験していた。

DSM-町川lこおけるPTSDの診断基準では，外傷体

験そのものが生命の危機や著しい恐怖を与えるもので

あることと同時に，強い恐怖や無力感を抱いていたか

が診断の前提とされている。本調査では，震災体験を
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通して約6害IJが生命的危機を感じ 4割は悲惨な光景

を目撃していた。そして， 85%が被災体験を通して強

い恐怖あるいは無力感を感じていた。なお，震災以外

に戦争，災害，犯罪などの外傷体験を 6害IJ強が経験

しており，そのほとんどは太平洋戦争の体験であった。

②構造化面接による診断

CAPSによるPTSD診断を表3に示した。調査時点

においてDSM-町の基準をすべて満たす者は86人中 8

名 (9.3%)であった。また 3大症状いずれも存在

はしているが，回避症状(7項目中3項目以上)ある

いは過覚醒症状 (5項目中2項目以上)に関して， D

SM-IVの基準を満たさない例 (1不全例」と称す)が，

12名(14.0%)存在していた。 3群における， IES-R 

およびSDS両尺度の平均点を表に示す。なお，現在

診断可能であった 8名のうち， 6名には，調査前から

保健婦あるいは心理士が，何らかの関与をしていた。

しかし， PTSDの可能性が高いと認識されていたのは，

そのうちの 2名だけであった。

また， CAPSを施行した86名のうち， 40名について

は，主面接者のほかに l名の評価者が同席し，独立し

て診断を試みた。結果は，各項目の評点に関して細部

で異なっていたものの，最終的な診断は全例で一致し

ていた。

次に，生涯診断について述べる。 CAPSでは，外傷

体験から面接時点までの期間内に， PTSD症状が最も

強く現れていた時期を，被験者自身の振り返りによっ

て同定し，その時点でのPTSD診断を行う。その結果

は， 19名 (22.1%)が生涯診断可能で，その不全例は

21名 (24.4%)認められた。

さらに， CAPS終了後に， SCID非患者用版の該雪

部分を用いて，面接時点での大うつ病エピソードの有

無を判定した。その結果は，聴取できなかった 2名を

除いた84名中5名が，調査時点で大うつ病エピソード

ありとされた。なお， この5名はいずれも，面接時点

でPTSDと併存診断可能であった。

表3.Clinician-Administered PTSD Scale (CAPS)による診断

PTSD現在診断 PTSD生涯診断

あり なし 不全 あり なし 不全

n 8 66 12 19 46 21 

% 9.3% 76.7% 14.0% 22.1% 53.5% 24.4% 

IES-R(S.D.) 41.4(13.6) 18.9(16.0) 29.5(12.6) p<O.OOl* 37.7(14.5) 14.5(13.7) 26.0(14.3) p<O.OOl牟

SDS(S.D.) 49.6(13.0) 34.1C 8.6) 43.3( 7.4) p<O.OOl寧 43.3(11.9) 33.1C 8.0) 39.3( 9.8) p<O.OOl* 

掌KruskalWallis検定

(149) 



30 

③各尺度の得点
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図1. Impact of Event Scale-RevisedClES-R)総
得点の分布

対象数=86，平均=22.5，標準偏差=16.8，

分布に正規性は認められない。

PTSD症状を評価するためのIES-R得点分布を図 l

に示す。このIES-Rの22項目は，侵入Cintrusion)， 

回避 (avoidance)，過覚醒 (hyperarousal)症状

サプスケールに大別される。各サブスケール得点と合

計点の平均値 (S.D.)は，全体22.5(16.8)，侵入サ

ブスケーlレ7.1(6.0)，回避サブスケーノレ8.3(6.6)， 

過覚醒サブスケーノレ7.0(6.1)であった。また， それ

ぞれのα係数 (Crohnbach'sα)は，全体で0.93，

侵入サブスケール0.79，回避サブスケール0.62，過覚

醒サブスケール0.81となり，全体および各サプスケー

ル内でも，高い内的整合性を有していた。

抑うつ症状を表すSDS得点の分布は図 2の通りで，

総得点の平均 (S.D.)は36.9(10.3)であった。また，

30 
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1 

度
数 0
20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 60.0 65.0 70.0 

SDS総得点

図 2. Self-rating Depression Scale(SDS)総得点、

の分布

対象数=86，平均=36.9，標準偏差ニ10.3，

分布に正規性が認められる。

SDS全体α係数は0.85と高い内的整合性を有していた。

なお， SDSとIES-Rの相関係数は0.33(p<O.01)で

あった (SpearmanJlIa位相関係数)。

④ IES-R総得点とCAPS診断の関連
表 4. IES-R各点の感度と特異性

IES-R 感度(%) 特異性(%)

15 100.0 39.7 

20 100.0 56.4 

25 100.0 66.7 

30 75.0 71.8 

31 75.0 74.4 

35 62.5 79.5 

40 62.5 84.6 

45 25.0 91.0 

50 25.0 94.9 

55 25.0 96.2 

60 12.5 97.4 

65 0.0 100.0 

表 4!こCAPS診断をもとにした IES-R総得点の，

感度および特異性を得点5点ごとに示した。また，最

適なカットオフ値 (cut-offpoint) を設定するため

にROC(Receiver Operator Characteristic) 曲

線(図3)を描いたところ，感度および特異性ともに

最大となる点は， 31点となり，そこでの感度は75.0%，

特異性は74.4%であった。
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ROC曲線

IES-R; Impact of Event Scale-Revised， CAPS; 

Clinician-Administered PTSD Scale， ROC; 

Reciever Opera tor Characteristic，図中の右下

がりの対角線と曲線との交点が，感度，

特異性ともに最大となる点である。
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表5.IEらR25点、で2群に分類した比較

high risk群 low risk群 統合十備有意擁立 備考

n=34 n=52 両側)

平均年齢 (S.D.) 65.8(6.9) 65.802.8) 

性差(女性の%) 70.6% 53.8% 

仮設住宅住民 79.4% 57.7% 

身体的外傷 20.6% 13.5% 

何らかの人的喪失 35.3% 46.2% 

震災後の失業・失職 44.1% 34.6% 

生命の危機を感じた 70.6% 58.0% 

悲惨な光景を 47.1% 35.3% 

自覚的な恐怖・苦悩 96.9% 80.8% 

避難所経験 73.5% 57.7% 

他の外傷体験 69.7% 64.0% 

目的とする疾患をスクリーニングするために

は，その疾患が疑われる対象を，最大限に抽出できる

ことが望ましいので，感度が最大になるようにカット

オフ値を定める必要がある O 表4!こ訴したように，

IES-R25点を境界にして， CAPS によるPTSD現在

診断に関する感度は， 100%となる。したがって， ス

クリーニングのためには25点を採用することが滴当と

判断される。この点での，現在診断に関しての特異性

は66.7%であった。さらに，調査時点の IEらR得点2

5点と生概診断の関連そ見ると，感度84.2%，特異性7

3.1%となった。

ここで， IES-25点以上の34名 (highrisk群)と25

点未満の52名Clowrisk群)に分類して，各調査項

目について比較した。表5に示したように， high 

risk群では仮設住民の割合，自覚的な背↑討を感じた者

の割合が多く(ともにpく0.05)，また， SDS得点の

平均値が高かった (pく0.05)。

【考察〕

今回の調査地域とした兵庫県加古川市は阪神・淡路

大震災の被災地に隣接し，最大約1000戸(約1600人)

の仮設住宅が建設され，被災地からの住民を受け入れ

た。また，被災者が慣久的に居住するための公的住

宅が1998年より計135戸建設されている O 調査時点の

1998年10月において，仮設住宅には180人， また復興

住宅には250人が居住していた。筆者らは，加古川市

で1995年から地元保健所と協力して，訪問活動や住民

教育を中心とした精神保健活動を行っており， この調

査は実際の保健活動の指針を考える上での，実証的な

データを得ることを目的として行われた。

(151) 

Uコ763.0 0.29 Mann町Whitney検定

2.41(v=1) 0.12 

4.34(v=1) 0.04 

0.77(v= 1) 0.38 

1.00( v = 1) 0.32} x二乗検定
0.78(v=1) 0.38 

1.38( v= 1) 0.24 

1.18( v之江1) 0.28 

く0.05Fisherの直接法

2.24( v 1) 

0.29(vに1) 0.59 

Uど"'631.5 0.03 

本研究を実施したのは，後興住宅の建設が進み転問

が盛んに行われていた時期で，対象地域住民の動向を

すべて把握するのは困難であった。したがって，対裁

の選定は無作為に行われたものの，伺らかの集団を代

るサンプルとみなすことは不可能である。実際，

兵膿県が管轄する仮設住宅および復興住宅住民を対象

として，同じ時期に行った別の調査では， 65歳以上の

割合が約4割と報告されておりベ本研究の対象は，

明らかに高齢者に偏っている傾向がある。また，災害

研究で重要とされるヘ比較対照群が設定されておら

ず，結果の解析には自ずと限界があるO しかし，本研

究の主な目的は，災害後のPTSD研究における構造化

面接使用の意義と，実際の精神保健活動に荷効なスク

リーニング方法について検討することであり， これら

については以下に述べるように，有益な情報が得られ

fこO

まず，構造化面接の意義について述べたい。本研究

においてPTSD診断に用いたCAPSは，海外ではすで

に標準化され，高い評価を得ているω 開発者の

Blakeらによれば，損症度が推測できる点や生漉診断

が可能な特徴など， f自の構造化面接と比較して有用性

が高いとされているω。また，この面接法は， の

トレーニングを受ければ，パラメディカルスタッフで

も実施可能であるという特徴がある。本研究では，同

時に複数の評価者が診断する方法で再現性を検討した

が，最終的な診断は全て致していた。この結県から

も， CAPSの診断ツールとしての価値は高いといえる。

今回の調査では，震災から45--47カ月経った時点で

PTSDと診断される者が， 9%認められた。また厳格

に診断基準は満たさないものの， PTSDの3症状が揃っ

ている群(不全例)が，相当数(13%)存在していた。
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先に述べたように， この調査対象は何らかの集団を代

表している訳ではないので， この数字をもってPTSD

の多寡を論じることは，あまり意味がないだろう。重

要なのは次の 2点である。

第1に指摘できるのは，災害後の被災住民を対象と

した精神保健活動では， PTSDを実際より低く評価し

てしまう可能性があるということである。今回の調査

対象地域のうち仮設住宅は，その入居開始以来，精神

保健サービスを継続的に提供してきた場所である O こ

の活動は専門性の高い治療やカウンセリングを行うも

のではなく， こちらから足を運ぶ手法(アウトリーチ，

outreach)によって，生活再建に伴う心理的苦悩を

間いたり，地域コミュニティ内の交流を促進するため

の催し物をするといった，むしろ専門性の低いサービ

スが主体であった2九このような方法は，他の災害で

も有効であったと報告されており 23)24) 広範な地域が

被害を受けた今回の震災のような災害では，サービス

を広く提供するために特に重要であった。しかしなが

ら，活動の担い手は保健婦や心理士，ケースワーカー

などが主体であるので，精神医学的評価の精度につい

ては限界がある。

今回PTSDと診断された8例のうち， 6例は調査前

から何らかの関与をしていたにも関わらず， PTSDと

認識されていたのは2例だけであった。また， 1995年

6月から1999年3月の期間に，われわれが被災地全体

で新規に扱った2，654件の被災に関連したケースの中

で， PTSDが疑われたものは約5%で，今回の結果と

は差がある。これらの背景には，日常の保健活動では

正確なアセスメント技術が不足しているという問題だ

けでなく， PTSDの主症状である回避傾向が影響して，

サービスそのものを受けようとしない傾向や，たとえ

受けたとしても精神的問題を表出しない可能性も考慮

しておくべきだろう。いずれにしても， Raphael7lが

指摘するように，実際の保健活動の指針を得るために

も，実証性の高い調査は重要であり，その際の方法と

して構造化面接の価値は高く，特に専門医以外でも実

施しやすいとされるCAPSは，有効な手段となり得る

と思われる。

また，大規模災害後の精神保健活動は，生活再建に

伴う二次的ストレスの影響など広範な問題を扱うので，

PTSDという問題に焦点を絞ることが難しい。上述し

たように， CAPSはPTSDの評価方法としても重要で

あったが，そのプロセスにおいて被災体験を十分に確

認するので，その後の関係を維持し深めてLぺ契機と

もなった。なお，現在診断可能であった者に対しては，

調査後も継続的に関与している。

第2に， CAPSの重要な特徴である生涯診断の意義

について述べる。災害後の精神医学的問題を検討する

際には，経時的な変化を考慮する必要がある。その場

合，同じ対象を追跡した縦断研究が重要になるお初)2紛6ω)

しかしい，大規模災害では地域内で人口が流動しやすい

ため，追跡調査の実施は難しいことが多い。そこで，

横断的研究を通して，経過を知るための適当な手法が

求められることになる。 CAPSで行う生涯診断は，本

人の申告によって，症状の最も強かった時期を決め，

その時点での症状の程度を評価する。この場合，本人

の振り返りによるので，時期の同定が難しいという問

題はあるが，経時的変化の概要を知る上では，有用な

情報を提供すると思われる。今回の調査では 2割強

が調査時点、までに診断基準を満たすPTSDを経験して

いたと判断され，さらに不全例を含めると全体の半数

近くが， PTSD症状を有する時期があったと判定でき

た。この結果は，震災によって被災者の被った心理的

影響としてPTSDが，頻度の高い重要な問題であるこ

とを，改めて認識させるのに十分なものといえよう。

(152) 

先行研究によれば， PTSDの発症には被災の程度だ

けでなく，性格傾向などの個人の脆弱性，社会的支援

の程度など，様々な要因が影響するとされている2九

しかし今回の調査では対象数が少ないこと，被災状

況や年齢構成などが比較的均質であること，および性

格傾向， ソーシャルサポートの多寡といった要素が検

討されていないことなどから， PTSD発症あるいは遷

延化に寄与する要因は推定できなかった。これは，今

後の研究課題として残される。また， PTSDは併存障

害 (comorbidity)の多い障害とされている 9)1的。今

回は大うつ病についてのみ検討したが，調査時点で

PTSDと診断された8例のうち， 5例 (62.5%)は大

うつ病エピソードありと診断され，併存障害の多さを

確認できた。

次に，スクリーニング法としての自記式尺度の価値

について述べたL、。ある尺度の最適なカットオフ値は

どこなのか，あるいは複数の測定尺度のうちどれが有

効なのかを議論するために， ROC曲線が使われるこ

とがある21)2九これは縦軸に「感度J，横軸に 11 特

異性」を取り表示したものである。最適なカットオフ

値は感度，特異性がともに最大になる点で， ROC曲

線と右下がりの対角線との交点がそれを示している。

Shalevら21)は， IES原法を含む複数の尺度について，

ROC曲線を用いて比較している。それによると， PT 

SDを指向したIES原法などが，一般的な不安尺度な

どよりPTSD診断に関して特に優れているということ

は言えず，さらにいずれの尺度も発症に関して有効な

(感度，特異性ともに十分に高い)カットオフ値を設

定することは困難だったと報告されている。本調査に



おいては.IES-RはPTSD現在診断に関して，高い感

度と特異性を持っており. Shalevらの結果とは異な

る。これには， Shalevらが，主に交通事故被害者を

対象とし，事故後早期に調査しているのに対して，本

調査対象は大地撲で大きな被害を受けた被災者で，同

時に生活再建の避れた集聞であること，および調査時

期が被災後約4年であるなどの，

いが影轡しているかもしれない。 また，今回は改定さ

れ渦党臨症状長含んだIEらRを用いているので. IES 

!原法との尺度としての差が反映されている可能性もあ

る。もちろん， これを一般化するためには，今後別の

対象で研究を積み重ねる必要がある。

評価尺度のカットオフ値の設定は，使用する目的に

よって異なる。災害後の精神保健活動においては，あ

る陣容帯有する可能性のある対象を広く抽出すること

が必要なので， し なる。本

研究の結果からは， PTSDのスクリ…ニングに関して，

有効なカットオフ備を設定することが可能であった。

そして，総得点25点で， high risk群と lowrisk群

の2群に分けて比較してみたところ，仮設住宅住民の

割合，および自覚的苦悩を感じていた者の割合が，

high risk群で高い結果となった。これは定住の遅れ

がPTSD症状の改善に負の要因となることを示唆する

とともに， DSM岨 NでA項目として挙げられている自

覚的苦悩の有無が.PTSD症状の発現に強く影響する

ことを示している。

以上，阪神・淡路大震災被災者を対象とした調査研

究について報告した。本研究を通して，災害後の重要

な精神保健上の問題であるPTSDを評価する際の，構

造化面接の意義が確認され，またスクリーニング法と

しての臼記式尺度の限界と有効性が認識された。

後の精神保健上の問題は，時間の経過とともに瞬昧に

なる。それは， のものの直接的な影響だけでな

く，生活再建に伴う二次的ストレスなどが様々な心理

的影響を及ぼすからである。しかしながら，先行研究

が示すようにぺ PTSDは災害後長い時聞を経ても，

重要な問題であることには変わりない。本調査で示唆

されたように，面接調査とスクリーニング調査を併用

することによって，実際の精神保健活動に有効なデ…

タが得られると期待される。われわれは， この調査と

平行してIES-Rを含んだ大規模嗣調査を実施し，実際の

保健活動に活用している。その調査については，稿を

改めて報告する予定である。
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【ABSTRACT】
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Posttraumatic stress disorder (PTSD) has been recognized as one of the most important 

psychological sequelae following natural disasters. However， there are on1y a few empirica1 

studies in Japan regarding PTSD. We assessed 86 survivors of the Great Hanshin世Awaji

earthquake who resided in the temporary housing or public permanent housing for 

approximately four years after the disaster. 

The C1inician-Administered PTSD (CAPS) and the Impact of Event Scale -Revised (IES-R) 

were used as structured interview and a rating scale， respectively. 

Using structured interview，eight (9.3%) of the subjects were found to have current PTSD 

while nineteen (22.1%) were revealed to experience PTSD after the earthquake. Before this 

study，only two of eight subjects with current PTSD was recognized having PTSD based on the 

actual mental health activities. IES-R was found to be a useful tool to screen PTSD 

symptoms， so that it made the optimal cut-off points in discriminating high risk subjects of 

PTSD. 

These findings suggest that the frequency of PTSD would be underestimated in assessment 

by the actual activities of mental health srevices following disaster. The reason seemed to be 

not only immature assessment skills， but a1so some patients wou1d be missed due to their 

avoidance tendency， one of the major symptoms of PTSD. Therefor，the structured interview 

combined with the reliable rating scale would be useful to survey and diagnose PTSD. 

(155) 


